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諮問庁：観光庁長官 

諮問日：平成２９年５月３０日（平成２９年（行情）諮問第２０３号） 

答申日：平成２９年９月２６日（平成２９年度（行情）答申第２４２号） 

事件名：特定旅行業者を利用して海外旅行中の旅行者を支援するために外務省

に要請した内容が分かる文書の不開示決定（不存在）に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙に掲げる文書（以下「本件対象文書」という。）につき，これを保

有していないとして不開示とした決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

 行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，観光庁長官（以下「処分庁」又は「諮

問庁」という。）が行った平成２９年４月２７日付け観総第３０号による

文書不存在を理由とした不開示決定（以下「原処分」という。）について，

取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

 審査請求人が主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。 

（１）審査請求書 

本件処分が適切であるかを，再度，精査していただきたい。 

（２）意見書 

ア 経営破綻した特定旅行業者を利用して海外旅行をしている途中の旅

行者を支援するように外務省に要請したと，観光庁が報道機関に発表

しています。観光庁長官も記者会見で，次のように答えています。 

（問）特定旅行業者関連で，手続きされた旅券を持っているお客様

の数をどのように把握しているか，また連休も控えているが，今後

観光庁として旅券を持ったお客様にどういうことを呼び掛けていく

か。 

（答）発券ベースで現在，４月１９日以降の出発の旅券発行件数は

３４０件程度と把握している。従来からやってきているところだが，

発券されている分は運送契約が成立している。ということは，航空

会社側に運送義務がある。再々航空会社に対しても周知，徹底をし

ているところであるので，その部分は使って頂ける状況でなければ

いけないし，そういう状況を維持するために今後も努力をする。 
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その中で旅行商品として，ホテルで追加料金を請求されることは

あり得る。そういうことは，特定旅行業者からも顧客に対して情報

を発信している。 

また，これもやっていることだが，在外公館に対して，現地でト

ラブル等があった場合にはちゃんと支援するように，外務省を通じ

て要請をしている。 

さらに，特定旅行業者からも顧客に対して何かあった場合には，

在外公館に相談するように情報発信をしている。 

イ 帰国困難の邦人が事件に巻き込まれる危険もあり，観光庁が外務省

に支援を要請したことは当然と考えますが，支援を要請した日時や外

務省の担当部署等の情報は何らかの記録として残されるべきです。他

府省に要請した内容を担当者の記憶のみを頼りにして，何も記録が残

されないようだと，担当者の交代の際に支障を来すことになります。 

ウ 上述の通り，観光庁の文書管理のあり方を問題視しています。それ

に加えて，本件開示請求から不開示決定までの手続と，審査請求を受

けてからの手続も不当であると考えます。 

まず，本件開示請求は，添付の履歴表示の通り電子申請により行い

ましたが，観光庁から３００円の納付を求められ，３００円を納付し

ました。２００円を納付するべきものと考えます。 

不開示決定の通知書は契印の位置がおかしく，観光庁に残されるべ

きものが審査請求人に送付されているようです。 

行政不服審査法８２条１項の規定による教示が誤っています。不服

申立ての種類も不服申立てができる期間も誤っています。 

さらに，国土交通大臣に審査請求を行ったところ，観光庁から電話

があり，審査請求書を補正するように言われました。観光庁が教示し

た行政庁に対して審査請求を行いましたので審査請求人は補正しませ

んでした。 

以上の通り，観光庁の手続は不当であると考えます。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求について 

（１）本件開示請求は，法に基づき，観光庁長官に対し，別紙に示す文書

（本件対象文書）の開示を求めてされたものである。 

（２）本件開示請求を受けて処分庁は，不存在を理由とする不開示決定（原

処分）を行った。 

（３）これに対し，本件審査請求は，原処分を取り消し，本件対象文書の開

示を求めて行われたものである。 

２ 審査請求人の主張について 

審査請求人の主張は，審査請求書によると，以下のとおりである。本件
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処分が適切であるかを，再度，精査していただきたい。 

３ 本件事業について 

特定旅行業者は，旅行業法に基づき，観光庁長官登録旅行業第Ｘ号とし

て登録された旅行業者であるが，特定年月日Ａに特定地方裁判所が同社の

破産手続を開始した。 

同日の段階では，同社によると，旅行を申し込んで既に日本を出発して，

本邦外を旅行中である者が相当数いるとのことであった。 

このため，海外渡航している旅行者が在外公館に対し，救援要請が生じ

ることが予想されたため，観光庁より外務省に対し，日本人旅行者が在外

公館に支援要請があった場合には，日本からの送金方法を案内する等必要

な支援を行うよう外務省に口頭で依頼したところ。 

４ 原処分に対する諮問庁の考え方 

（１）本件対象文書について 

文書の特定に当たり，処分庁及び外務省の担当者に対し，諮問庁がヒ

アリングを行ったところ，本件要請は，双方の担当者とも，処分庁より

外務省に対し，口頭で依頼したものであることであった。このため，そ

もそも文書が存在していないと特定したもの。 

（２）原処分の妥当性について 

審査請求人は，審査請求書において，本件処分が適切であるかを再度

精査していただきたいと述べているため，これに該当する文書を作成し

た事実があったか否かについて，改めて検証することとした。 

外務省に要請した内容が分かる文書の存否について，処分庁に確認を

行ったところ，当該文書は作成されておらず，また，外務省に確認した

ところ，受け取った文書は存在しなかった。あわせて処分庁及び外務省

の担当者に対し，審査請求人が主張する外務省への要請について，確認

したところ，当該要請は口頭で行われていたとのことであったため，該

当する文書が存在しないという処分庁の説明に特段，不自然，不合理な

点は認められず是認できるものである。 

なお，念のため，執務室，書庫及び倉庫を探索したものの，審査請求

人の主張するような文書の存在は確認できなかった。 

５ 結論 

以上のことから，審査請求人の主張には理由がなく，本件対象文書につ

いて，不存在を理由として行った原処分は妥当であることから，これを維

持すべきであると考える。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成２９年５月３０日  諮問の受理 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 
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③ 同年７月１８日     審査請求人から意見書を収受 

④ 同年８月１日      審議 

⑤ 同年９月２２日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件対象文書について 

本件開示請求は，別紙に掲げる文書（本件対象文書）の開示を求めるも

のであり，処分庁は，本件対象文書は不存在として不開示とする決定（原

処分）を行った。 

審査請求人は，本件対象文書は存在するはずであるとして，原処分の取

消しを求めている。 

諮問庁は原処分を妥当としていることから，以下，本件対象文書の保有

の有無について検討する。 

２ 本件対象文書の保有の有無について 

（１）当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，本件対象文書の保有の有

無について改めて確認させたところ，諮問庁はおおむね以下のとおり説

明する。 

   ア 特定旅行業者から第１報があったのが休日の土曜日であったが，今

回の件は突然のことで異例でありかつ規模が大きく，海外に滞在し

ている邦人旅行者の支援要請に応えるべく必要な方策を検討するに

当たっては迅速な対応が必要であったことから，その日のうちに外

務省に口頭連絡を行ったため，外務省への連絡文書それ自体は作成

していない。 

また，急を要する事態であったため，どのような連絡を外務省に行

うのかについて，事前に幹部に説明して判断を仰ぐ時間もなかった

ことから，外務省への連絡内容を記載した幹部説明用資料なども作

成していない。 

おって，本件の特定旅行業者に対しては，外務省に連絡を行った翌

日に立入検査に入り，更にその翌日，国土交通記者会に対し外務省

に行った連絡内容等を説明しており，その後は，外務省への口頭連

絡内容を文書にすることが必要な場面が生じなかったことから，当

該連絡内容を事後的に文書化することも行っていない。 

イ 諮問庁において，本件開示請求を受けて処分庁及び外務省の担当者

に対しヒアリングを行ったところ，上記アの事情から，共に，観光庁

から外務省への連絡は，口頭で行われたことを認めているところであ

る。 

  さらに，本件審査請求を受けて，改めて処分庁の担当者に確認した

ところ，やはり，本件対象文書を作成していないと説明しており，ま

た，諮問庁において外務省にも再度確認を行ったところ，やはり，本
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件に関して観光庁から文書での連絡を受けていない，とのことであっ

た。 

ウ 念のため，執務室，書庫及び倉庫を探索したものの，審査請求人の

主張するような文書の存在は確認できなかった。 

（２）観光庁から外務省への支援要請は，急を要したため，口頭で行い，本

件対象文書は作成していないため，保有していないとする諮問庁の上記

説明に特段不自然・不合理な点はなく，これを覆すに足りる事情も認め

られない。 

したがって，観光庁において，本件対象文書を保有しているとは認め

られない。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

４ 付言 

処分庁においては，開示請求書の受付に当たり，審査請求人が電子情報

処理組織を使用して開示請求したにもかかわらず，開示請求手数料を３０

０円徴収しており，手続に不備があったといわざるを得ない。今後，開示

請求に係る事務手続において，適切な対応をすることが望まれる。 

５ 本件不開示決定の妥当性について 

   以上のことから，本件対象文書につき，これを保有していないとして不

開示とした決定については，観光庁において本件対象文書を保有している

とは認められず，妥当であると判断した。 

（第５部会） 

委員 南野 聡，委員 泉本小夜子，委員 山本隆司 
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別紙 

 

１．本件請求文書 

経営破綻した「特定旅行業者」を利用して海外旅行中の旅行者を支援す

るために外務省に要請した内容が分かる文書一式（決裁文書を含む。） 


